
今
季
の
取
り
組
み
で
府
当
局

よ
り
示
さ
れ
た
回
答
は
「
妊
娠
中

の
職
員
の
通
勤
緩
和
に
つ
い
て
取

得
し
や
す
い
制
度
と
な
る
よ
う

調
整
」
「
会
計
年
度
任
用
職
員
を

は
じ
め
と
す
る
短
時
間
勤
務
職

員
に
対
す
る
人
間
ド
ッ
ク
に
つ
い

て
令
和
５
年
度
よ
り
常
勤
職
員

と
同
様
の
措
置
を
検
討
」
「
定
年

引
上
げ
に
つ
い
て
は
９
月
議
会

（
前
半
）
に
関
係
条
例
改
正
案
を

提
出
で
き
る
よ
う
検
討
。
内
容
が

固
ま
り
次
第
、
十
分
に
協
議
を
行

う
」
「
地
方
職
員
共
済
組
合
の
55

セ
ル
フ
ド
ッ
ク
は
令
和
５
年
度
か

ら
人
間
ド
ッ
ク
へ
の
一
本
化
を
検

討
、
前
立
腺
が
ん
検
査
の
基
本
項

目
へ
の
追
加
な
ど
、
55
セ
ル
フ
ド

ッ
ク
と
同
様
の
措
置
を
検
討
」「地

方
職
員
共
済
組
合
の
人
間
ド
ッ

ク
に
お
い
て
、
自
己
負
担
な
し
で

胃
カ
メ
ラ
を
選
択
で
き
る
よ
う
検

討
。
オ
プ
シ
ョ
ン
の
脳
ド
ッ
ク
に
つ

い
て
も
一
部
助
成
を
検
討
」
と
の

回
答
が
示
さ
れ
ま
し
た
。 

し
か
し
、
全
て
の
職
員
の
賃
金

引
上
げ
、
会
計
年
度
任
用
職
員
へ

の
勤
勉
手
当
相
当
額
の
支
給
、
勤

務
時
間
数
に
か
か
わ
ら
な
い
一

時
金
の
支
給
、
評
価
制
度
と
賃
金

反
映
の
中
止
、
過
労
死
ラ
イ
ン
超

え
の
長
時
間
労
働
の
解
消
、
安
心

し
て
働
き
続
け
る
た
め
の
休
暇

制
度
等
の
拡
充
な
ど
の
要
求
に
つ

い
て
、
前
進
的
な
回
答
は
あ
り
ま

せ
ん
で
し
た
。
大
い
に
不
満
の
残

る
回
答
で
は
あ
り
ま
す
が
、
府
労

組
連
は
以
下
の
見
解
を
示
し
、
今

季
闘
争
は
い
っ
た
ん
終
結
し
、
最

低
賃
金
引
上
げ
を
は
じ
め
と
す

る
全
て
の
労
働
者
の
賃
上
げ
を

め
ざ
す
取
り
組
み
に
全
力
を
あ

げ
、
秋
の
取
り
組
み
へ
と
つ
な
げ

て
い
き
ま
す
。 

 

過
労
死
ラ
イ
ン
超
え
は 

あ
っ
て
は
な
ら
な
い 

 

コ
ロ
ナ
禍
に
お
い
て
、
長
時
間

過
密
労
働
は
以
前
に
も
増
し
て

深
刻
に
な
っ
て
い
ま
す
。
過
労
死

ラ
イ
ン
超
え
は
あ
っ
て
は
な
ら
な

い
問
題
で
す
。
職
員
・
教
職
員
が

過
労
死
の
不
安
を
抱
え
な
が
ら

働
い
て
い
る
実
態
を
重
く
受
け
止

め
、
人
員
増
を
含
め
た
長
時
間
労

働
解
消
の
対
策
を
早
急
に
と
る

よ
う
引
き
続
き
取
り
組
み
を
強

化
し
ま
す
。 

ま
た
、
人
事
評
価
・
評
価
育
成

シ
ス
テ
ム
は
、
生
涯
賃
金
に
も
か

か
わ
る
う
え
、
職
員
・
教
職
員
の

や
る
気
や
チ
ー
ム
ワ
ー
ク
を
破
壊

す
る
害
悪
と
な
っ
て
い
ま
す
。
と

り
わ
け
、
コ
ロ
ナ
禍
で
通
常
業
務

が
十
分
に
行
え
な
い
中
で
人
事

評
価
を
強
行
し
た
こ
と
に
よ
る

職
員
・
教
職
員
の
憤
り
は
強
く
な

っ
て
い
ま
す
。
評
価
結
果
の
賃
金

へ
の
反
映
中
止
を
強
く
求
め
ま
す
。 

 

生
活
改
善
に
つ
な
が
る 

賃
上
げ
こ
そ
必
要 

 

２
０
１
７
年
を
除
い
て
10
年

以
上
に
及
ぶ
賃
金
カ
ッ
ト
や
引
下

げ
、
引
上
げ
の
見
送
り
、
コ
ロ
ナ

禍
で
の
２
年
連
続
の
一
時
金
引

下
げ
が
強
行
さ
れ
、
職
員
・
教
職

員
の
生
活
は
悪
化
し
て
い
ま
す
。

こ
れ
ら
は
地
方
公
務
員
法
が
定

め
る
給
与
決
定
の
原
則
に
も
反

す
る
不
当
な
も
の
で
あ
り
、
認
め

る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。 

引
き
続
き
、
職
員
の
生
活
実
態

を
反
映
し
た
客
観
・
公
正
な
賃
金

引
上
げ
を
強
く
求
め
ま
す
。
そ
の

た
め
に
も
、
全
て
の
労
働
者
の
賃

上
げ
、
最
低
賃
金
の
引
上
げ
を
求

め
る
取
り
組
み
に
全
力
を
あ
げ

ま
す
。 

 
 安

心
し
て
働
き
続
け
ら
れ
る

職
場
環
境
を 

 

こ
の
間
、
府
労
組
連
の
取
り
組

み
に
よ
っ
て
、
子
育
て
等
に
か
か

る
休
暇
制
度
を
実
現
し
て
き
ま

し
た
。
し
か
し
、
職
場
で
は
人
不

足
に
よ
っ
て
、
制
度
が
あ
っ
て
も

取
得
し
づ
ら
い
状
況
が
広
が
っ
て

い
ま
す
。
女
性
職
員
・
教
職
員
が

増
え
て
い
る
現
状
も
踏
ま
え
、
こ

う
し
た
問
題
を
解
決
す
る
に
は
、

正
規
職
員
に
よ
る
代
替
職
員
の

確
保
、
休
暇
制
度
等
が
取
り
や
す

い
職
場
環
境
の
改
善
＝
職
員
・
教

職
員
の
定
数
増
な
ど
が
必
要
不

可
欠
で
す
。
安
心
し
て
働
き
続
け

ら
れ
る
職
場
環
境
の
実
現
を
め

ざ
し
、
引
き
続
き
取
り
組
み
を
進

め
ま
す
。 

 

政
治
の
流
れ
を
変
え
て 

働
き
や
す
い
職
場
を 

 

物
価
の
高
騰
に
よ
り
、
私
た
ち

の
生
活
は
苦
し
く
な
る
一
方
で

す
。
ド
イ
ツ
や
イ
ギ
リ
ス
、
ア
メ
リ

カ
な
ど
で
は
「
低
賃
金
労
働
者
の

生
活
を
支
え
る
」
と
、
最
低
賃
金

を
１
５
０
０
円
前
後
に
引
上
げ

た
り
、
ア
メ
リ
カ
で
は
年
金
を

５
％
ア
ッ
プ
す
る
な
ど
、
国
民
を

支
え
る
政
策
を
行
っ
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
日
本
で
は
、
年
金
の
引

下
げ
、
10
月
か
ら
は
高
齢
者
医

療
費
の
引
上
げ
も
予
定
さ
れ
、
生

活
悪
化
に
拍
車
を
か
け
て
い
ま
す
。 

政
治
は
私
た
ち
の
く
ら
し
だ
け

で
な
く
、
仕
事
や
労
働
条
件
に
も

大
き
な
影
響
を
与
え
ま
す
。
最
低

賃
金
を
決
め
る
の
も
、
公
務
員
賃

金
の
ベ
ー
ス
と
な
る
人
事
院
勧
告

や
給
料
に
関
わ
る
法
律
や
条
例

を
決
め
る
の
も
政
治
で
す
。
７
月

10
日
は
参
議
院
選
挙
も
行
わ
れ

ま
す
し
、
７
月
下
旬
〜
８
月
上
旬

に
は
最
低
賃
金
も
決
定
さ
れ
ま

す
。
働
き
や
す
い
職
場
、
や
り
が

い
あ
る
仕
事
を
実
現
す
る
た
め
に
、

み
ん
な
で
声
を
あ
げ
ま
し
ょ
う
。

府労組連ニュース 
総務部長最終回答 

６
月
17
日
、
総
務
部
長
は
、
府
労
組
連
に
対
し
、
最
終
回
答
を
行
い

ま
し
た
。
（最
終
回
答
の
要
旨
と
府
労
組
連
の
態
度
は
裏
面
に
掲
載
） 

全
て
の
労
働
者
の
賃
上
げ
と
最
低
賃
金
引
上
げ
の
取
り
組
み
を
い
っ
そ
う
強
め
よ
う 

【今季の交渉での到達点】 

 
○一時金（ボーナス）は条例どおり６月３０日に支給。 

 

 

 

 

 

 

 

○妊娠中の職員の通勤緩和：取得しやすい制度となるよう

調整。 

 

○【公共済・地共済】 会計年度任用職員をはじめとする短

時間勤務職員の人間ドック：令和５年度より常勤職員と同様

の措置を検討。 

 

○【地共済】 ５５セルフドック：令和５年度から人間ドックへ

の一本化を検討（一本化後も前立腺がん検査の基本項目へ

の追加など、５５セルフドックと同様の措置を検討）。 

 

○【地共済】 人間ドックにおいて自己負担なしで胃カメラ

を選択できるよう検討。 

 

○【地共済】 脳ドック（オプション）についても一部助成を

検討。 

 

○定年引上げ：９月議会（前半）に関係条例改正案を提出で

きるよう検討。内容が固まり次第、十分に協議を行う。 

一般職員 再任用 会計年度

期末手当 1.2月 0.675月 1.2月

勤勉手当 0.95月 0.45月 ー

計 2.15月 1.125月 1.2月

夏期一時金（ボーナス）支給月数



◆２０２２年夏季要求「最終回答」の要旨と府労組連の態度（案） 

要求項目 回答要旨 態度（案） 

１．労使慣行遵守 ●経過を尊重し、双方の努力により築く。給与・勤務条件は所要の協議。 遵守・改善を確認。 

２．賃金の引上げ、諸手当

の改善、「定年引上げ」に

よる賃金保障 

●人事委員会勧告は尊重することが基本。 

●定年の引上げについては、９月議会（前半）に関係条例の改正に係る

議案を提出できるよう検討。勤務労働条件に関わる事項については、内

容が固まり次第、速やかに十分協議。 

●定年引上げ後の給与等は、国の取扱いを踏まえ、均衡の原則にもとづ

き適正に対応。 

交渉継続。 

３．一時金引上げ ●条例にもとづく期末・勤勉手当を６月３０日に支給する。 一時金支給は受諾。引

上げ等は交渉継続。 

４．「相対評価」の中止、

「評価・育成システム」の

廃止・撤回、評価制度の

賃金反映撤回 

●相対評価をよりよい制度となるよう取り組む。 

●「評価・育成システム」は必要に応じて改善に取り組む。 

●（知事部局）職員アンケートを実施し検証する。（学校）評価・育成シス

テムの教職員アンケートは実施時期・方法等も含めて検討。 

交渉継続。 

５．府職員・教職員の適正

な定数増 

●必要に応じた人員配置に努め、適正な勤務労働条件の確保等に取り

組む。 

●教職員定数については、引き続き国へ定数改善を働きかける。 

交渉継続。 

６．長時間過密労働の解

消、労働時間短縮、労働

条件の改善 

●府庁版「働き方改革」を作成し長時間労働の抑制に取り組む。 

●勤務時間終了後に職員端末機をシャットダウンするシステムを導入。 

●新型コロナウイルス対策にかかる過重労働対策は、産業医の面談指導

や助言指導など適切に対応。 

●交代制勤務は、新たな実施は困難。 

●入所施設の職員配置は、必要な業務量に見合った適正な配置に努

め、適正な勤務労働条件の確保等に向けて取り組む。 

交渉継続。 

７．教職員の時間外労働

の解消 

●時間外実績が月８０時間を超える者にヒアリング等を実施。 

●部活動指導員について、令和４年度は府立学校６１校９９部に配置、府

内１９市、１３５名に補助を行う予定。 

●可能な限り新規採用者を確保していくことにより適正な勤務労働条件

の確保等に取り組む。 

交渉継続。 

８．休暇等の制度の拡充 ●育児休業の取得回数の制限緩和など法改正を踏まえ措置する。 

●妊娠中の職員の通勤緩和は、母子健康手帳の交付を受けている職員

を対象としているが、取得しやすい制度となるよう調整。 

●令和４年４月から不妊治療休暇を有給化したところ、その他の休暇や

新設は困難。 

●非常勤職員にも出生サポート休暇の創設、産前産後休暇の有給化な

ど、国の制度を基本に、府の常勤職員の状況も勘案し改正したところ。 

通勤緩和の取得要件緩

和は受諾、その他は交

渉継続。 

９．労働安全衛生対策の

強化 

●令和４年１０月より新たに地共済及び公共済に加入となる会計年度任

用職員をはじめ短時間勤務職員に対する人間ドックは、令和５年度より

常勤職員と同様の措置を検討。 

●地共済における「５５セルフドック」は、令和５年度から人間ドックへ一

本化。前立腺がん検査の追加など「５５セルフドック」と同様の措置を検

討。 

●令和５年度から地共済の人間ドックで胃カメラを選択した場合、差額

の自己負担なし、オプションの脳ドックの一部助成を検討。 

会計年度任用職員等の

人間ドック等の検討、

「５５セルフドック」の一

本化、胃カメラの自己

負担なし、脳ドック一部

助成については受諾。

その他は交渉継続。 

１０．咲洲庁舎撤退、職場

環境改善 

●府庁舎が、安全で快適な職場となるよう努める。 

●学校の老朽化対策については、「府立学校施設長寿命化整備方針に

もとづく事業実施計画」にもとづき、計画的な改修等に順次着手。 

交渉継続。 

１１．互助会・互助組合へ

の補助金復活、福利厚生

拡充 

●福利厚生事業は、共済組合と互助会等が役割分担を図りながら対応。 交渉継続。 
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